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「都市再生安全確保計画 作成の手引き」 改定の主なポイント

着眼点 改定内容
①高度化に向けた課題把握と明示 PDCAの実施方法の規定について追記

②退避施設(※1)等の確保促進 「施設管理者の損害賠償責任」への対応に関する考え方について追記

③様々な状況の対応検討 • 規定の想定地震発生時以外(時期(酷暑・冬季)・天気(豪雨)・時刻)の対応検
討について追記

• 様々な帰宅困難者（旅行者等）の対応検討について追記
• 水害等の複合災害発生時の対応検討について追記

④要支援対象者への対応 • 一時滞在施設等への受入れ等における様々な要支援対象者の想定について追
記

⑤対応体制の強化 • 近隣地域間の連携（帰宅困難者受入れ等）の明記
• 企業間BCPの連携の明記

⑥災害対応のスマート化 カメラ、SNS等のスマート技術を活用した情報収集・共有の実施を明記

⑦感染症対策 退避施設等の感染症対策に係る留意点を追記
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安確計画のPDCAサイクルを実施を促進することにより、都市再生安全確保計画の高度化を図るため、
以下の着眼点から、「都市再生安全確保計画 作成の手引き」を改定。

※１ 退避施設 ＝ 一時滞在施設
※２ 「都市再生安全確保計画のワンポイント事例集」も併せて改定し、上記着眼点の取組事例を掲載



「都市再生安全確保計画 作成の手引き」 改定概要
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Ⅰ．取り組み編
※都市再生安全確保計画の位置づけ、作成
及び実施の流れ

＜目次＞
はじめに
１ 都市再生安全確保計画とは
２ 多様な主体の参画
３ 地域の現状把握
４ 都市再生安全確保計画の作成・実施等
５ 効果の検証と改善
※PDCAサイクルを通じた計画の高度化につ
いて追記

※対応体制の強化について追記

Ⅱ．計画づくり編
※都市再生安全確保計画に盛り込む内容

＜目次＞
１ 本編の狙い
２ 都市再生安全確保計画の作成及び

実施の体制について
３ 地域の現状把握
※様々な状況の対応検討について追記
※要支援対象者の対応に関する考え方を追
記

※感染症対策に係る留意点を参考追記
４ 都市再生安全確保計画の作成
※PDCAサイクルを通じた計画の高度化につ
いて追記

※退避施設等の確保促進に関する考え方を
追記

５ 都市再生安全確保計画の構成例

Ⅲ.具体的な対策、組織づくりのアイデア集
※都市再生安全確保計画の位置づけ、作成及び

実施の流れ

＜目次＞
１ 本編の狙い
２ 都市再生安全確保計画に記載する対策内容例
※災害対応のスマート化に関する考え方を追記
３ 都市再生安全確保計画の一層の充実のために

都市安全確保促進事業制度創設(H24年度)以来、各都市再生緊急整備地域において、都市再生安全確保計画（以下、計
画）の検討が進められてきたが、これらの実効性を高めるとともに、感染症拡大等の状況の変化へ対応した計画が求められる。
これらを踏まえ、「都市再生安全確保計画 作成の手引き」を改定し、各計画のPDCAサイクルの実施を促進することで、都市安全
確保計画等の高度化を図る。

■手引きの校正と主な改正内容 ※赤字：主な改定箇所



※ 事例集内では、上記の各種計画について下線部の部分に省略して記載。

NO. 事例タイトル 事例 改定区分

1 スパイラルアップのしくみ構築 札幌駅・大通駅周辺地区都市再生安全確保計画

2 ワークショップによる検証 池袋駅周辺地域都市再生安全確保計画

3 関連ガイドラインの作成 名古屋駅周辺地区都市再生安全確保計画

4 課題の明示 渋谷駅周辺地域都市再生安全確保計画

5 潜在的な課題の抽出 大手町・丸の内・有楽町地区都市再生安全確保計画

6 民間空地の活用 中之島地域都市再生安全確保計画

7 退避施設の拡充 名古屋駅周辺地区都市再生安全確保計画

8 協力施設の不安軽減① 仙台駅周辺帰宅困難者対応指針（エリア防災計画）

9 協力施設の不安軽減② 名古屋駅周辺地区都市再生安全確保計画

10 防災機能の評価 大手町・丸の内・有楽町地区都市再生安全確保計画

11 指定基準の明示 新大阪駅周辺地区エリア防災計画

12 津波災害リスクへの対応 横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画

13 複数ケースの想定 大手町・丸の内・有楽町地区都市再生安全確保計画

14 優先受入ルールの設定 渋谷駅周辺地域都市再生安全確保計画

15 情報の多言語化 みなとみらい21地区都市再生安全確保計画

16 様々な対象者を想定した訓練 仙台駅周辺帰宅困難者対応指針（エリア防災計画）

17 企業のBCPとの連携 大手町・丸の内・有楽町地区都市再生安全確保計画

18 一斉帰宅抑制 三宮駅周辺地域都市再生安全確保計画

19 隣接地区間の連携 大宮駅周辺地域・さいたま新都心駅周辺地域都市再生安全確保計画

20 発災時の関係者の連携 名古屋駅周辺地区都市再生安全確保計画

21 継続的なエネルギー源の確保 札幌駅・大通駅周辺地区都市再生安全確保計画

22 エリアマネジメント組織の活用① みなとみらい21地区都市再生安全確保計画

23 エリアマネジメント組織の活用② 大阪コスモスクエア駅周辺地域都市再生安全確保計画

24 一時滞在施設の満空情報 横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画

25 情報共有プラットフォームの構築 大手町・丸の内・有楽町地区都市再生安全確保計画

26 図上訓練 みなとみらい21地区都市再生安全確保計画

27 実動訓練 京都駅周辺地域都市再生安全確保計画

①高度化に向けた課題把握と明示

②退避施設等の確保促進

③様々な状況の対応

④要支援対象者への対応

⑤対応体制の強化

⑥災害対応のスマート化

⑦感染症対策

ワンポイント事例集の改定概要
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①高度化に向けた課題把握と明示



①高度化に向けた課題把握と明示
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②退避施設等の確保促進
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②退避施設等の確保促進
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②退避施設等の確保促進
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②退避施設等の確保促進
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③様々な状況の対応検討
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③様々な状況の対応検討





④要支援対象者への対応



④要支援対象者への対応
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⑤対応体制の強化
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１）適切な役割分担、体制の整備・充実
２）エリアマネジメントとの連携（平常時体制から災害時体制への円滑な移行）
３）適材適所による組織づくり
４）継続的な人材育成
５）企業における取組

地域内の各企業は、都市再生安全確保計画に基づき、一斉帰宅抑制のルールの徹底や滞留者への案内
誘導・受入れ等の帰宅困難者対策について、自社のBCP（事業継続計画）等に適切に反映するとともに、
停電時の電源確保等、企業間で連携して取り組む事項を検討し、企業間で共有しておくことが重要である。

※下線は今回改定による追記箇所

主な記載箇所： Ⅰ.取り組み編 5効果の検証と計画の改善
（再掲）



⑤対応体制の強化
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⑤対応体制の強化
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⑤対応体制の強化
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⑥災害時のスマート化
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帰宅困難者への適切な情報提供を行うために、都市再生安全確保計画の関係者はデジタル・サイネージや屋外
拡声器等の情報発信機器のほか、SNS（ソーシャル・ネットワークサービス）等のICT技術を活用して発信する情報の
内容・記載方法等について、あらかじめマニュアル等に定め、情報発信訓練を定期的に行う。

※下線は今回改定による追記箇所

主な記載箇所： Ⅲ.具体的な対策、組織づくりのアイデア集 ２ 都市再生安全確保計画に記載する対策内容例



⑥災害時のスマート化
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⑥災害時のスマート化
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⑦感染症対策
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⑦感染症対策
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